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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、百貨店・スーパー販売額が前年を上回るなど、緩やかに持

ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直している。公共投資

は、前年を下回っている。観光は、外国人観光客が一段と増加している。輸出は、EU向け

が増加したが、アジアや北米向けなどが減少した。

生産活動は横ばい基調で推移している。雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企

業倒産は、件数、負債総額ともに増加したが低水準が続いている。
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１．百貨店等販売額～１０か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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２．乗用車新車登録台数～２２か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋５．１％）は、１０か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲０．１％）は、衣料品が前

年を下回った。スーパー（同＋６．４％）は、

衣料品、身の回り品、飲食料品、その他の品

目が、いずれも前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．６％）

は、２８か月連続で前年を上回った。

１月の乗用車新車登録台数は、１１，６８７台

（前年比＋３．７％）と２２か月ぶりに前年を上

回 っ た 。 車 種 別 で は 、 小 型 車 （ 同

▲１４．３％）、軽乗用車（同▲１２．４％）が減少

したが、普通車（同＋５０．３％）が増加した。

平成２７年度累計では、１３２，３２０台（前年比

▲５．５％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋８．７％）、小型車（同＋０．１％）

は前年を上回っているが、軽乗用車（同

▲２０．９％）が前年を下回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 

千人 ％ 
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３．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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４．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

５．建築物着工床面積～２か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

１月の札幌ドームへの来場者数は１５８千人

（前年比＋２８１．０％）と２か月ぶりに前年を上

回った。プロ野球、プロサッカーとも試合開

催は無かった。大規模イベントの開催日数が

増加し、その他が１５８千人（同＋２８１．０％）

だった。

１月の新設住宅着工戸数は、１，１８６戸（前

年比＋１７．１％）と２か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋０．４％）、貸

家（同＋２６．０％）、分譲（同＋６２．０％）が、

いずれも増加した。

平成２７年度累計では、３０，１０１戸（前年比

＋６．１％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋２．５％）、貸家（同

＋８．２％）、分譲（同＋３．９％）が、いずれも

増加している。

１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

５６，２２０㎡（前年比▲９．０％）と２か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲５７．３％）、非製造業（同▲８．６％）が、いず

れも前年を下回った。

平成２７年度累計では、１，５２９，２７０㎡（前年

比＋２．５％）と前年を上回っている。業種別

では、製造業（同▲２６．７％）は前年を下回っ

ているが、非製造業（同＋６．０％）は前年を

上回っている。

道内経済の動き
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%億円 

請負金額 前年比（右目盛） 
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６．公共投資～３か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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７．来道客数～１５か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）

%千人 

その他港湾 函館空港 旭川空港 新千歳空港 前年比（右目盛） 
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８．外国人入国者数～３６か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

２月の公共工事請負金額は、６５億円（前年

比▲５４．２％）と３か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲５４．８％）、北

海道（同▲４６．０％）、市町村（同▲６２．７％）

が、いずれも前年を下回った。

平成２７年度累計では、請負金額６，８７２億円

（前年比▲１５．７％）と前年を下回って推移し

ている。

１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９１４千人（前年比＋７．７％）と１５か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲５．５％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋８．８％）、フェリー（同＋１．８％）が前年

を上回った。

平成２７年度累計では、１０，８５１千人と前年を

４．０％上回っている。

１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１３８，８９０人（前年比＋４６．５％）と３６か月

連続で増加した。平成２７年度累計では、

１，００５，８６１人（同＋３６．４％）と前年を上回っ

て推移している。

空港・港湾別では、新千歳空港が１１７，３１８

人（前年比＋５０．５％）、旭川空港が１０，８３７人

（同＋２１．４％）、函館空港が９，５９８人（同

＋２１．５％）だった。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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９．貿易動向～輸出は３か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）
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 出荷指数 在庫指数 生産指数  

平成22年 
＝100.0

90

95

100

105

110

１０．鉱工業生産～３か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１１．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）

１月の道内貿易額は、輸出が前年比２３．６％

減の３３４億円、輸入が同３２．９％減の８５９億円

だった。

輸出は、鉄鋼などが増加したが、船舶や自

動車の部分品などが減少し、３か月連続で前

年を下回った。輸入は、原油・粗油や石油製

品などが減少し、６か月連続で前年を下回っ

た。

１月の鉱工業生産指数は９３．４（前月比

▲０．１％）と３か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲４．７％と７か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

鉄鋼業など６業種が上昇したが、金属製品工

業、一般機械工業など９業種が低下した。

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９９倍（前年比＋０．０９ポイント）と７２か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比０．２％減少し、４か

月ぶりに前年を下回った。業種別では、医

療・福祉（前年比＋４．４％）、宿泊業・飲食

サービス業（同＋１３．１％）などが増加した

が、サービス業（同▲１２．４％）、情報通信業

（同▲２２．６％）などが減少した。

道内経済の動き
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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１２．名目賃金指数～２か月ぶりに低下

名目賃金指数

（資料：厚生労働省、北海道）
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（資料：�東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１０か月連続で低下

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が１６４．４（前年比▲３．３％）とな

り、２か月ぶりに前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は９９．７

（同▲３．２％）となり、１１か月連続で前年を下

回った。

２月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

＋１０．０％ ）、 負 債 総 額 が３１８億 円 （ 同

＋４０４．８％）なった。前年に比べ、件数は３か

月ぶりに増加した。負債総額は大手企業が負

債を整理したこともあり、５か月連続で増加

した。

業種別では、建設業が６件、不動産業が５

件、卸売業が４件などとなった。

１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０３．０（前年比▲０．７％）と、１０か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋１．４％）、

教養・娯楽（同＋１．９％）など７費目が前年

を上回ったが、光熱・水道（同▲８．７％）、交

通・通信（同▲３．４％）など３費目が前年を

下回った。

道内経済の動き
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― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年４月号

東京～新函館北斗間 ４時間２分
仙台～新函館北斗間 ２時間３０分
新青森～新函館北斗間 １時間１分

【北海道新幹線 最速到着時間】

平成２８年３月２６日、北海道新幹線（新青森―新函館北斗間、約１４９キロ）が開業します。整備計

画決定から４０年。道民が待ちに待った新幹線がいよいよ北海道の地を駆け抜けます。

開業地となる青函圏の産業振興に向けた当行のこれまでの取り組みを紹介します。

１．新幹線が結ぶ新経済圏形成への期待

道南地域と青森県の交流は、古くは縄文時代からあったと言わ

れ、古来より経済、文化、社会など多様な交流が行われてきまし

た。昭和６３年には、青函トンネルが開通し、青函連絡船で約４時

間かかっていた函館と青森間の所要時間が約２時間となり、交流

の拡大が期待されました。

しかし、津軽海峡を越えて２時間という時間距離の壁があり、

青函地域の住民が日常的に交流を深めるまでに至りませんでし

た。

北海道新幹線の開業によって、新青森～新函館北斗間が約１時

間で結ばれます。道南地域と青森県の時間距離の短縮により、観光・ビジネス・医療・教育など様々な

分野で交流が活発化し、将来的には一つの経済圏となる可能性を秘めています。

現在、北海道と青森県では、函館を中心とする道南地域と青森県

全域を一つの圏域と捉える「津軽海峡交流圏」の形成を目指し取り

組んでいます。

地方創生×北洋銀行

北海道新幹線が結ぶ津軽海峡新時代の到来
～「津軽海峡交流圏」形成に向けて～

株式会社北洋銀行 地域産業支援部

【津軽海峡交流圏の概要】

道南地域 ＝ 渡島総合振興局＋檜山振興局
（渡島総合振興局）函館市、北斗市、松前町、福島町、知内町、木古内町、

七飯町、鹿部町、森町、八雲町、長万部町
（檜山振興局）江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、奥尻町、今金町、

せたな町
出典：平成２７年国勢調査速報値（平成２７年１０月１日時点）、平成２６年度全国

都道府県市区町村別面積調、平成２４年度青森県県民経済計算、平成２４
年度道民経済計算、平成２６年青森県観光入込客統計、平成２６年度北海
道観光入込客数調査報告書

区 分
津軽海峡
交流圏 道南地域 青森県

人口（万人） １７４ ４４ １３０

面積（km２） １６，２１２ ６，５６７ ９，６４５

総生産（億円） ５８，６４０ １３，９９２ ４４，６４８

観光客数（万人） ４，５５８ １，１６２ ３，３９６
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２．青函産業振興に向けた北洋銀行と青森銀行の取組み

（１）青森銀行との連携協定

平成２４年１２月、北洋銀行と青森銀行は、北海道新幹線の開業に向け、北海道・青森県の両地域におけ

る経済、地域の活性化を推進するため連携協定を締結し、両地域の企業の交流促進や販路拡大支援、観

光振興支援などに協力して取り組んできました。

また、平成２５年４月に北洋銀行地域産業支援部内に青函産業振興室を設置し、北海道新幹線の機運醸

成、地域活性化の取り組みを加速化してきました。

（２）主な取組内容

●北海道新幹線開業に関する調査実施
平成２５年９月、北洋銀行は、北海道二十一世紀総合研究所、青森銀行の関連シンクタンクである

一般財団法人青森地域社会研究所と共同で、新幹線開業による地域社会全体や事業への影響を把握
することを目的としたアンケート調査を実施しました。観光やビジネス面で北海道、青森県双方と
の交流を期待する企業が多く、「津軽海峡交流圏」の形成に期待が高まっていることがうかがえま
した。

●青函活性化ファンド
平成２６年５月、青函圏のより一層の活性化を図るため、北洋銀行、青森銀行、北洋キャピタル、

REVICキャピタルが共同で「青函活性化ファンド」を設立。青函圏の発展に資する企業を対象に成
長資金の供給や経営支援を行っています。
第１号案件は、創業１３７年の老舗である函館の株式会社五島軒へ出資を行いました。
北海道七飯産と青森産の２種類のりんごを使ったロールケーキ「五島軒函館ロール」の製造販売

拡大のための設備投資を行いました。

株式会社五島軒（函館市 代表者 若山 直）
創業 明治１２年（１８７９年）
事業内容 レストラン経営、惣菜（レトルトカレー

等）の製造販売、菓子・冷菓の製造販売
＜ファンド出資内容＞

●出資額 ５０百万円
●普通社債引受
●期間 ５年

第２号案件は、創業１２４年の老舗である青森県の株式会社吉田屋へ出資を行いました。
新函館北斗駅の商業施設内に「BENTO CAFÉ４１°GARDEN」をオープンし、カフェスタイルに
よる飲食提供と弁当・スイーツのテイクアウト販売を行います。

株式会社吉田屋（八戸市 代表者 吉田 広城）
創業 明治２５年（１８９２年）
事業内容 駅弁・仕出料理・注文弁当製造販売
＜ファンド出資内容＞

●出資額 ２０百万円
●普通社債引受
●期間 ４年
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３．おわりに

北海道新幹線開業を契機とし、北海道、青森県の双方で「津軽海峡交流圏」の形成に向けた取り組み

が動き出しています。時間距離を劇的に短くする新幹線は、青函圏の「ヒト」「カネ」の流れを活発にし

ます。観光、ビジネス、医療、教育など様々な分野において交流が深まり、新たなビジネスチャンスが

創出し、青函圏の活性化に大きく寄与することが期待されます。

道南地域と青森県が一体となって、動き始めた「津軽海峡交流圏」の形成を実現し、その経済発展に

取り組んでいくことが、両地域の経済発展に繋がっていくと考えます。

当行は、「津軽海峡交流圏」の経済発展に向け、青森銀行との連携により、両地域の企業の交流促

進、観光振興などに積極的に取り組んでいきます。

●青函圏「食と観光」活性化連携事業
青函圏の活性化には「食と観光」の取り組みが重要であり、これを加速、進展させるため、平成

２５年１１月に当行、青森銀行、新日本スーパーマーケット協会、アークスの４者で「連携協力に関す
る協定」を締結しました。それぞれの強みを最大限に活用し、青函圏の新たな食の開発による活性
化支援を図っています。

◆マッチングによる、道南・青森コラボ商品◆
株式会社ほんま

『道南七飯りんご』・『青森りんご』

「月寒あんぱん」で有名な株式会社ほんまが、道南
産りんごと青森県産りんごを使ったあんぱんを開
発。平成２６年１１月に行われた「青函連携商談会」に
出品、アークスグループの店舗で販売されました。

●インフォメーションバザール in Tokyo２０１５「青函コーナー」
当行と帯広信用金庫が主催する食の大商談会「インフォメーションバザール in Tokyo２０１５」に
青森銀行が特別協力として参加。青森銀行は今回で３回目の参加です。
会場には「青函コーナー」を設置し、道南と青森から３１社が出展、青函地域が一体となり魅力溢

れる食品を首都圏バイヤーへ売り込みました。

インフォメーションバザール in Tokyo２０１５
●日程 平成２７年９月２日～３日
●場所 池袋サンシャインシティ
●来場者数 ４，２００名
●出展者数 １６０社・団体
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①道南西部９町の逸品を中心に、
北海道や青函エリアを代表する銘
菓類を一堂に集めたショップ

③道南西部９町に精通した
観光コンシェルジュが常駐

②「世界の料理人１，０００人」に選ばれ
た奥田政行シェフ監修のレストラン
「どうなんde's Ocuda Spirits」

●他には無いコンセプトと特徴 ～道の駅みそぎの郷きこない～ 道の駅外観

【コンセプト】
伝統神事「寒中みそぎ」で知られる木古内町のことはもちろん、
道南西部９町（渡島西部４町、檜山南部５町）の魅力を発信する。

このコンセプトを実現するため、みそぎの郷きこないでは独特な３つの機能を持ちます。

【寄 稿】

北海道新幹線を迎えて「北海道の玄関口」木古内町が取り組む地域活性化
一般社団法人木古内公益振興社 浅見 尚資

（道の駅みそぎの郷きこない 観光コンシェルジュ）

かつて函館から松前や江差へ向かう交通の要衝として栄えた木古内町。その後は過疎化が進み、新幹

線駅ができるマチとしては、全国で２番目に人口が少なくなりました。厳しい状況の木古内町が取り組

む、新幹線開業を契機とした地域活性化への核として、道の駅をご紹介します。

●目的実現のために

観光入込客数で道内最低ランクの

木古内町が採った方策は、まずは旅

の拠点や中継点として、少しだけで

も立ち寄ってもらうことでしたが、

木古内単独の魅力では足りません。

そこで近隣町との「広域連携」が必

要となりました。

しかし広域連携、特に上記①の

ショップ運営には地元の理解が不可

欠です。そのため広域連携の意義と

必要性を理解してもらうべく、官と

民の間で５年以上前から地道な話し合いと準備を続けてきました。その結果が道の駅を巡る広範な協力

体制です（上図）。この体制と上記機能による効果が、道の駅オープンから１ヶ月強で来館者数が３万

人に達した実績に現れています。

これからも地元の木古内町はもちろん、道南西部の町全域の魅力をどんどん発信し、道南地域の活性

化に取り組んでいきます。
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１． 都府県相互間の鉄道旅客輸送量の変化

新幹線開業によって「人」の動きがどう変化したのか、国土交通省「貨物・旅客地域流動調

査」を基に、都府県相互間の鉄道旅客輸送量の推移について考察する。�

まずは、九州新幹線開業前と開業後について、鹿児島県と他の都府県との間の鉄道旅客輸送量

を抽出した（図表１）。

平成１６年３月の鹿児島中央駅～新八代駅（熊本県）の部分開業時には、九州内各県との間の鉄

道旅客輸送量が増加している。平成２３年３月に全線が開業すると、以前は旅客の流動があまり見

られなかった山陽新幹線沿線の府県との間についても鉄道旅客輸送量が大きく増加した。特に、

最速タイプである「みずほ」の停車駅がある府県（広島県、岡山県、兵庫県、大阪府）との間の

旅客輸送量は、開業前の５～８倍にまで増加している。

また、東北新幹線沿線についても、九州新幹線に比べると変化の幅は小さいものの、八戸駅お

よび新青森駅への延伸によって、鉄道旅客輸送量が増加している（図表２）。

このほか、新幹線からの乗り換えが必要な都府県でも旅客輸送量が増加しており、新幹線開業

による時間短縮効果によって新たな「人」の流れが生み出されていると言える。

所要時間
（新幹線利用）

開業前

（１４年度）

部分開業
１年目
（１６年度）

部分開業
３年目
（１８年度）

部分開業
５年目
（２０年度）

全線開業
１年目
（２３年度）

全線開業
３年目
（２５年度）

※１４年度
対比（％）

⇔熊本県 ４３分 ２７５．８ ４７９．６ ４６６．２ ４７９．３ ５２２．２ ４９１．５ １７８．２％
⇔福岡県 １時間１７分 ４６４．２ ７１０．０ ７１５．０ ７２２．３ １，０３３．２ １，０１９．７ ２１９．７％
⇔山口県 ２時間０３分 ７．９ １９．２ １６．５ １６．１ ４２．１ ３３．２ ４２２．９％
⇔広島県 ２時間２１分 １３．２ ２８．３ ３０．０ ３４．６ １１０．０ ８８．５ ６７２．６％
⇔岡山県 ２時間５７分 ６．０ １２．１ １２．８ １５．４ ４５．７ ３８．３ ６４３．７％
⇔兵庫県 ３時間２９分 ７．２ １２．７ １５．７ １８．７ ６１．９ ５５．６ ７７６．９％
⇔大阪府 ３時間４２分 ２８．４ ４７．０ ３４．４ ３５．０ １８３．２ １４６．５ ５１５．８％
⇔長崎県 ２時間４７分 ９．４ ３３．６ ３４．９ ３４．５ ４１．８ ４２．３ ４５０．０％
⇔愛知県 ４時間４１分 ６．９ ８．９ ９．４ １２．４ ３８．０ ２７．４ ４００．０％
⇔東京都 ６時間２４分 ８．３ ９．０ ９．３ １１．２ ２１．８ １６．３ １９５．８％

⇔全国計 １，１２５．２ １，６８４．６ １，６４８．８ １，６８７．９ ２，４８５．９ ２，３４５．５ ２０８．４％

所要時間
（新幹線利用）

延伸前

（１３年度）

八戸延伸
１年目
（１５年度）

八戸延伸
３年目
（１７年度）

八戸延伸
５年目
（１９年度）

新青森延伸
１年目
（２３年度）

新青森延伸
３年目
（２５年度）

※１３年度
対比（％）

⇔岩手県 ４７分 ４１３．２ ３０２．２ ４９２．１ ５０５．４ ４０９．２ ５００．９ １２１．２％
⇔宮城県 １時間２７分 ３０８．１ ３９２．１ ３９５．５ ４１３．３ ４０７．０ ５２４．９ １７０．４％
⇔福島県 １時間５８分 ３３．４ ４３．０ ３７．４ ４４．９ ４１．１ ４６．１ １３８．２％
⇔栃木県 ２時間４５分 １８．８ ２７．８ ２５．２ ２９．７ ３１．０ ２９．４ １５６．８％
⇔埼玉県 ２時間３５分 ６３．６ １３２．５ １２２．７ １３８．７ １６５．４ １７７．０ ２７８．４％
⇔東京都 ２時間５９分 ４１０．６ ８６０．０ ７６５．４ ８２９．３ ９４１．６ ９５８．４ ２３３．４％

⇔全国計 ２，０１５．４ ２，５６４．９ ２，６５１．６ ２，８３１．９ ２，８４１．９ ３，０７６．９ １５２．７％

レポート

統計データでみる新幹線開業効果

（図表１）鹿児島県と他の都府県との間の鉄道旅客輸送量 （単位）千人

（図表２）青森県と他の都県との間の鉄道旅客輸送量 （単位）千人

（出典）図表１、図表２とも、国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」、所要時間は県庁所在地の駅同士についての最速ダイヤ（Ｈ２８年２月時点）
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２． 輸送機関別シェアの変化

（図表３）鹿児島県～他の都府県間、青森県～他の都府県間の鉄道旅客輸送量の輸送機関別シェア

（出典）国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」

３． 新幹線開業効果を持続させるために

次に、鹿児島県および青森県と他都府県との間の輸送機関別シェアが、新幹線開業前と開業後

でどのように変化したかを算出した（図表３）。

鹿児島県と九州各県の間では、乗合バスや航空機の輸送量が減少する一方で、鉄道の輸送量が

大幅に増加した。また、所要時間が４時間程度である近畿地方との間については、航空機が依然

６割超のシェアを保っているものの、鉄道へ乗客がシフトしていることが認められる。

青森県についても、新幹線延伸に伴って、鉄道が乗合バスや航空機からシェアを奪っている。

これまで新幹線が開業した地域においては、所要時間の短縮や、快適性の向上などの恩恵を受

け、新幹線沿線地域との間の乗客の掘り起こしや、飛行機から鉄道への乗客シフトなど、新たな

「人」の流れが生み出されており、北海道新幹線についても東北地方、関東地方との地域間交流

が活発化することが予想される。さらに、７月１日からは国内最大級の大型観光キャンペーンで

ある「青森県・函館デスティネーションキャンペーン」�が開催され、全国から青函エリアへと

観光客が来訪し、本道に経済効果をもたらすことが期待される。

今後は、これらの開業効果を将来に持続させていくための戦略が重要である。例えば、二次交

通や宿泊施設の充実、おもてなし力の向上、魅力的な地域資源の発信などにより、「北海道」や

「函館」が有している全国屈指のブランド力を一層高める方策などが求められる。そのために

は、交通インフラや、人材、マーケティングに対する投資を行い続けていかなければならない。

道内の「産学官金労言」が協働し、常に新しい取り組みを打ち出していくことが必要であろう。

（廣谷 太輝）
�国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」は、交通機関毎に流動を捉えており、真の出発地、目的地の把握は
できないことに留意。また、最新統計表は平成２５年度であり、北陸新幹線については本稿の対象外とした。
�地域観光関係者や地元自治体がJR６社と協力し、全国の旅行会社等の協力を得ながら３か月間重点的、集中
的に全国で宣伝販売が展開される国内最大級の大型観光キャンペーン。北海道での開催は５回目となる。
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２０１４年９月号（No．２１８）にも本紙面を借りて同名のテーマ「ドラッカーの名言から学ぶマネ

ジメント入門」をお伝えしました。今回はその続編です。続編は事業というテーマを中心に取り

上げます。前回の記事を復習してから読んでいただければ、より一層理解が深まると思います。

皆様のマネジメント力向上の一助となれば幸いです。

１．組織の目的と事業の目的（前回の復習から）

ドラッカー教授の言葉でもっとも有名な言葉の一つから復習を始めます。

事業の目的は顧客の創造である。

『創造する経営者』（１９６４）p．１１４他

ドラッカー教授は事業と組織（企業）を明確に分けて考えています。日頃、組織で事業を行っ

ていますから、両者を分けて考えることに慣れていません。特にオーナー企業が多い中小企業で

はその傾向が顕著です。

いうなれば組織という器にいくつかの事業が入っているという構造です。たとえそれが一組織

一事業であっても構造は変わりません。では器たる組織の目的は何でしょうか。これも復習にな

ります。以下の２点です。

①組織の目的は、財やサービスを通じて特定の使命を果たすこと

②組織の目的は、一人ひとりの貢献を通じて自己実現させること

「企業は公器である」といわれることがあります。公の器、つまりは社会的な機関だというこ

とを示しています。公益性をドラッカー教授は次の言葉で表しました。これも前回の復習です。

経営のアドバイス

ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門

その２
ドラッカー学会理事

佐藤等公認会計士事務所

佐藤 等
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組織とは、個としての人間一人ひとり、および社会的存在としての人間一人ひとりに貢献を行わ

せ、自己実現させるための手段である。社会的な目的を達成させるための手段としての組織の発

明は、人類の歴史にとって１万年前の労働の分化に匹敵する重要さをもつ。（中略）組織の基盤と

なる原理は、「私的な強みは公益となる」である。これがマネジメントの正統性の根拠である。

マネジメントの権限の基盤となりうる正統性である。

『マネジメント＜下＞』（１９７３）p．３０２

そのうえで＜組織の基盤となる原理＞を述べ、公益性に触れました。公益性というと多くの方

が思い浮かべると思いますが、株式を公開することをIPO（Initial Public Offering）といいます。

会社を公のものとすることで高い水準の情報公開が求められるという意味です。しかしドラッ

カー教授は、もともとすべての企業は公（パブリック）のものだというのです。しかも株主や投

資家といった狭い範囲ではなく、消費者であり、そこに働く者といったより広い対象のためにあ

ると述べたのです。

企業でマネジメントを行う者は、このことを肝に銘じて仕事をしなければなりません。粉飾や

偽装、リコールの問題などは表面上、コンプライアンスの問題などと言われますが、法令順守な

ど最低限の基準の話なのです。根本にあるのは企業の公益性です。この姿勢の有無が問われてい

るのです。これが「マネジメントの父」、ドラッカー教授がいうマネジメントの真の姿です。

２．組織の継続が大切

規模の大小に関わらず企業はそのような公益性を有するため社会に存続させなければなりませ

ん。公益性を反映した法律に民事再生法があります。存続させるべき企業を再生させるためにあ

る法律です。最近では、２０１５年にスカイマークが適用し、スポンサー企業が現れ存続することに

なりました。

教授は、企業は社会に存続を許されているにすぎないと表現します。企業の社会的な役割とい

う公益性ゆえです。次のような言葉が端的にその性格を表します。

組織がそれぞれに特有の使命を果たすことは、社会が最も関心をもち最も必要としていることで

ある。個々の組織が、その特有の機能を遂行する能力を損なったり減少させたりしては、社会の

損失である。

『マネジメント＜上＞』（１９７３）p．３９４
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３．使命（ミッション）を果たすために必要なこと

教授がいう「特有の使命を果たす」ためにはどのようなことを行う必要があるのでしょうか。

使命はミッションの日本語訳であり、組織の目的、存在意義などを表します。企業では「経営理

念」などとして表現されていることもあります。

ここでは「特有」であることが重要です。どこにでもある使命では存在意義は薄いものなって

しまいます。たとえば同じ美容室業でも顧客に対して提供する価値は異なるはずですから使命は

特有化させることができます。経営理念などにハッキリと役割を明示することが大切です。

組織がミッションを実現するには、あげるべき成果を明らかにして資源を集中しなければならな

い。

『経営者に贈る５つの質問』（２００８）p．５６

さて上記の言葉からミッションを実現するには二つの要素が重要であることがわかります。

①あげるべき成果を明らかにすること

②資源を集中すること

４．組織の成果とは

ミッションとともに成果は、組織の向かう方向を示す重要な道具となります。しかし一般に

「成果」という言葉で思い浮かべるものとドラッカー教授が用いる「成果」とは意味が違いま

す。一般に成果は自分たちが何かを達成し、手にするものという意味で用います。売上や利益は

そのわかりやすい例です。しかし教授は、成果を「外の世界における変化」だといいます。

組織の成果は、一人ひとりの人間の生活、人生、環境、健康、期待、能力の変化という組織の外

の世界に表れる。

『経営者に贈る５つの質問』（２００８）p．５５

具体的には顧客に起った変化です。治療をして痛みが和らいだ。食事をとって楽しかった。指

導を受けて成績があがったなど顧客に変化の起こらない事業は長続きしません。成果は組織の外

で起こる事象なのです。そのために事前に目指すべき成果を明らかにすることです。
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５．あげるべき成果を明らかにする

成果を明らかにするための問いが次の問いです。

われわれにとっての成果は何か。

『経営者に贈る５つの質問』（２００８）p．５５

ある学習塾がこの問いに取り組み３年かけて素晴らしい定義を手にしました。「明日の自分が楽

しみになる」。もちろん生徒に起る変化です。

近隣の学習塾の成果の定義はおそらく「成績が上がる」「志望校に合格する」などでしょう。成

果の違いは行うべき仕事の違いとなって表れます。

前者の学習塾では、目標の立て方や困難に直面したときどう対処するかなどを教える機会が多

いかもしれません。小学生が対象だとすれば伝記を読む時間をとりいれるかもしれません。つま

り勉強は手段にすぎないのです。

生徒数が増加し抜群の業績を残したことはいうまでもありません。大切なことは成果の定義い

かんで仕事の姿勢や内容まで変わるという事実です。採用する人材も変わるでしょう。成果の定

義が組織の方向を変える力をもっているということです。

６．資源を集中する

経営における資源といえばヒト、モノ、カネといわれます。では、どこに資源を集中させるの

でしょうか。教授の言葉です。

事業とは、市場において知識という資源を経済価値に転換するプロセスである。

『創造する経営者』（１９６４）p．１１４

この言葉はとても重要です。事業の定義が示されているからです。ここから資源を集中する場

所がわかります。つまり資源を集中すべきは「事業というプロセス」です。プロセスとは一連の

活動の連鎖のことです。ここから資源を集中させるのは事業やその活動であることがわかりま

す。

７．集中とは何か

ドラッカー教授がいう集中とは、短期的な集中力のことではありません。持続的に何かに力を

入れる行為です。
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集中とは、「真に意味あることは何か」「最も重要なことは何か」という観点から時間と仕事につ

いて自ら意思決定をする勇気のことである。この集中こそ時間や仕事の従者となることなくそれ

らの主人となるための唯一の方法である。

『経営者の条件』（１９６６）p．１５２

教授は、集中とは決める勇気であるといいます。では何を決めるのか。「選択と集中」という言

葉がありますが、物事の本質を表していません。教授は、最初に行うべきことを明言していま

す。

集中のための第一の原則は、生産的でなくなった過去のものを捨てることである。

『経営者の条件』（１９６６）p．１４２

「選択と集中」ではなく「廃棄と集中」です。具体的には事業や活動の廃棄を行います。廃棄

によって手にするものは経営資源です。非生産的になった事業や活動には時として優秀な人材や

多額の資金が投下されています。これらを束縛から開放することが廃棄の本質です。

そのうえで重要な活動や真に意味ある活動に経営資源を移します。そのことを集中といいま

す。「選択と集中」の選択とは、どこからどこに資源を移すかを決めることです。

８．ミッションを実現する

ミッションを実現するための二つの要素、①あげるべき成果を明らかにすることと、②資源を

集中することは次の言葉に集約されています。

成果をあげるための秘訣を一つだけ挙げるならば、それは集中である。

『経営者の条件』（１９６６）p．１３８

ミッションと成果を定義し、成果のあがる活動に資源を集中させます。その第一ステップとし

て非生産的な活動や事業を勇気をもって廃棄することが重要です。

ミッションの定義は明確でしょうか。成果は具体的に決められているでしょうか。どの活動か

らどの活動に資源を移すかを決めているでしょうか。われわれが目指す成果、変化、つまり外の

世界のおける変化はその先にあります。
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９．資源移動の判定基準

さて非生産的な活動から生産的な活動をどのように見極めればいいのでしょう。ドラッカー教

授は次のように利益がその役割を果たすことを明らかにしました。

利益には三つの役割がある。

第一に、利益は事業活動の有効性と健全性を測定する。（中略）

第二に、利益は陳腐化、更新、リスク、不確実性をカバーする。（中略）

第三に、利益は、（中略）事業のイノベーションと拡大に必要な資金の調達を確実にする。

『現代の経営』（１９５４）p．１０４

ドラッカー教授にとっての利益は単なる会計上の利益とは異なります。会計では利益は単なる

計算結果です。赤字、黒字というように尺度の目盛を意味します。ところが教授は利益に役割を

与えました。つまり利益自体を道具としたのです。

ここでは第一の役割が重要です。利益が何かを測定するというのです。つまり利益は目盛では

なくメジャーという道具そのものだというのです。これはマネジメント上の利益とでもいうべき

ものです。

測定対象は、「事業活動の有効性と健全性」です。これが活動の生産性を判断する基準となり

ます。「有効性」とはその事業や製品、サービスなどが顧客の支持を受けているかどうかというこ

とです。ドラッカー教授は「市場におけるリーダーシップ」という言葉で表現します。まず「趨

勢」をみます。趨勢とは過去から現在までの状況です。次に「将来見通し」を判断します。たと

えば３つの事業があります。

１．損益値

売上割合 ―Ａ事業７０％、Ｂ事業１５％、Ｃ事業１５％

粗利益割合―Ａ事業４０％、Ｂ事業３０％、Ｃ事業３０％

２．有効性

事業Ａ―＜趨勢：微減＞ ＜見通しが：減少＞ ＜リーダーシップ：競合多数＞

事業Ｂ―＜趨勢：横ばい＞＜見通しが：増加＞ ＜リーダーシップ：あり＞

事業Ｃ―＜趨勢：微減＞ ＜見通しが：横ばい＞＜リーダーシップ：競合多数＞

さて皆さんはどの事業を選択するでしょうか。

＜判定＞たとえば「事業Ｂから事業Ａにシフトした方がよさそうだ。事業Ｃは様子見」と考え

ます。
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しかし、これだけの判断で資源の移動はできません。資源の状況は「健全性」という判断基準

で行います。健全性とは資源があるべき姿で投下されているかを判断します。

有効性の低いもしくは高くない事業活動に、ヒトやカネといった資源を、不必要に多く投入し

ていないかどうかを判定します。逆もあります。有効性の高い事業活動に必要なもしくは十分な

資源を投入しているかどうかを判定します。

事業Ａ―ヒト＜マネジメント：優秀、技術：優秀＞ カネ＜全社の資金量８０％＞

事業Ｂ―ヒト＜マネジメント：並、技術：良＞ カネ＜全社の資金量５％＞

事業Ｃ―ヒト＜マネジメント：充実、技術：並＞ カネ＜全社の資金量１５％＞

＜判定＞たとえば事業Ａは力の入れ過ぎ、事業Ｂは力の入れ方が足りないと考えます。

こうしてはじめて活動の修正がおこります。活動の修正は＜やめる、始める、減らす、増や

す＞です。四つの組み合わせ以外に活動の修正はありません。

ここでは将来性の観点から事業Ａから事業Ｂに資源を移動していくと考えます。人の質、お金

の量などを修正していきます。つまり事業Ｂに資源を集中していこうと決めるわけです。事例を

用いたため長くなりましたが、選択のポイントを確認して下さい。

１０．修正行動は具体的に決める

さて今回のテーマは事業でした。事業はミッションを実現するための手段です。そしてミッ

ションを実現するために成果を明らかにして、資源を集中することが重要であることをみてきま

した。

また資源の集中とは活動の修正であることを学びました。私たちに真に重要なことは活動管理

です。活動に資源が結びついています。資源の会計的側面であるコストを管理するのではありま

せん。有効性という視点で活動を管理するのです。

活動の修正は＜やめる、始める、減らす、増やす＞の四つの組み合わせであることを述べまし

た。このことは、ドラッカー教授の活動修正に関する次の言葉に集約されています。

チェンジ・リーダーたるための第四の条件がイノベーションである。これこそ今日最も注目され

ている分野である。しかしこれは、チェンジ・リーダーたるための条件としては、最も重要なも

のではない。体系的廃棄、継続的改善、成功の追及の仕組みのほうが、意味のある場合が多い。

むしろそれらの仕組みなくしては、いかなる組織もイノベーションを行うことはできない。

『明日を支配する者』（１９９９）p．９５
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イノベーション（始めること）の前にやるべきことがあるといいます。体系的廃棄（やめるこ

と、減らすこと）であり、継続的改善（増やすこと）であり、成功の追究（増やすこと）です。

その仕組みをもつことが重要です。すべてのものは古くなるというドラッカー教授の至言があり

ます。未来を視野に入れて事業活動にメリハリをつけることが求められています。

ここまで書いてきましたが実は事業の一面しか表現していません。事業の定義を思い出してく

ださい。「事業とは、市場において知識という資源を経済価値に転換するプロセスである。」

今回見てきたのは事業というプロセスの主にインプットの側面です。経済価値というアウト

プットの側面は、顧客の視点という重要な思考を含む重要なポイントを含んでいます。これらに

ついては、また次の機会に譲りたいと思います。

＜執筆者紹介＞
１９６１年函館市生まれ。ドラッカー学会理事。小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了。佐藤等公
認会計士事務所所長。株式会社ヒューマン・キャピタル・マネジメント取締役副社長。

新たな「知」、新たな「出会い」が新しい価値を創造する、をテーマにした会員制組織であるナレッ
ジプラザのアドバイザーで佐藤等公認会計士事務所所長。会計士として２０年以上経営をする傍ら、ピー
ター・F・ドラッカーを研究し「実践するドラッカー」シリーズの編著を手がけたドラッカー研究の第
一人者。ドラッカー学会理事も務める。自らドラッカーのマネジメント手法を実践できるノウハウとし
て体系化し、解りやすく指導し多数の経営者を開眼させている。創業期のベンチャーから、公開企業に
至るまで様々なステージの企業と、財務の視点に関わらず広い視点から「共に考え行動（※）」してい
る。（※事務所の経営理念で謳われている言葉 http : //www.satou-cpa.jp/）

●著作

『実践するドラッカー［思考編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［行動編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［チーム編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［事業編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［利益とは何か］』（ダイヤモンド社）
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≪ロシア連邦とサハリン州の経済成長比較≫

ロシアでは現在、①原油価格下落、②それに伴うルーブル安、③欧米諸国の経済制裁、④そして物価

上昇による個人消費落ち込みといった要因から、経済の停滞が続いています。２０１５年のロシアの実質

GDP成長率速報値は△３．７％１となりました。その一方で、北海道から最も近い「ロシア」のサハリン州

では同年GRP（域内総生産）成長率が１０．１％２となり、大きな伸びを見せています。

サハリン州の基幹産業であるエネルギー関連が、当地の経済成長に大きく寄与しています。ただ、昨

年９月にコジェミャコ氏が知事に就任して以降はエネルギー分野以外においても、様々な取り組みがは

じまり、各種の産業の発展を目指しています。今回は特に、２０１５年末にTOR（先行発展領域）３として

連邦政府の承認を得た２つのプロジェクトについてご紹介します。

≪サハリン州の２つのTOR≫

�「ゴールヌィ・ヴォーズドゥフ」【地域：主にユジノサハリンスク市スキー場周辺】
このプロジェクトは観光業に関連したもので、プロ

ジェクト名の由来となる観光施設「ゴールヌィ・

ヴォーズドゥフ（山の空気）」のスキー場開発が中心

です。

プロジェクトが本格化するのはこれからですが、当

施設は近年既に注目を集めており、今年の年始休暇に

は延べ９１千人の観光客が訪れ、例年同期比の約３割

増、１日で２２千人の観光客が訪れる日もありました。

ただし、国際的な観光施設としてはまだ不足している

部分もあります。

そこで、施設の魅力を高めるため「クラスナヤ・ポ

リャーナ」（ロシアのソチ近郊にある保有地、ソチオリ

ンピックの競技会場の一つ）に匹敵する長距離スキー

コースの造成、ロシア代表訓練誘致のための必要条件

の整備、周辺ホテル等のインフラ整備等が当プログラ

ムの下で進められる予定です。そこでは、２５億ルーブ

ル（約３７．５億円４）がスポーツ施設・コース建設に投資

され、６０億ルーブル（約９０億円）がレジャー・食事・

宿泊インフラ創出に使われる予定です。

アジアニュース

サハリン州の新たな取り組みについて
北洋銀行国際部 主査
（北海道サハリン事務所派遣）

�橋 澄大

「山の空気」スキー場のゴンドラ乗り場

スキー場の様子
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�「ユージナヤ」【地域：サハリン州南部】
このプロジェクトは農業に関連したもので、ユジノサハリンスク市、アニワ管区（タラナイ・トロイ

ツコエ）、トマリ管区（ペンゼンスコエ）の４ヶ所を対象に、州の農業発展、輸入代替６の加速、食糧安

全保障の強化を目指しています。そして、大型畜産コンプレックス、養鶏施設、温室コンプレックスが

建設されることとなっています。サハリン州の自給率は低く（鶏肉：３％、豚肉：４％、牛乳２３％）、

食料の約７５％が域外から運びこまれていますが２、「島」であるため他州に比して食料価格が高額になる

という問題を以前から抱えています。この問題を解決させるため、プログラムを通じて今後州の食料自

給率を８０％にすることを目指し、６３億ルーブル（９４．５億円）が投資される予定です。

筆者が約１年現地に駐在してみて、街角の店舗に域外（特に中国）の野菜が並ぶ割合が高いことを実

感しています。そして、現地住民からは地元野菜がもっと増えることを望む声を聞きます。このプログ

ラムの実行に対する住民の期待は強いのではないでしょうか。

以上、連邦政府より承認を受けた２つのTORについて述べてきました。州政府は他にも水産物関連で

電子取引の魚取引所実現、住民が地元の魚を安価で入手するための「手ごろな魚プロジェクト」を進め

ています。また、道路建設・廃棄物処理の分野にも動きがあります。

≪今後のサハリンにおけるビジネスチャンス≫

サハリン州全体の観光を考えると、インフラ不備や輸送の利便性欠如、英語対応場所の不足等が課題

に挙げられます。２０１４年外国人観光客数（２．７万人）と比較し、２０１５年のその数は２倍になったと報じ

られておりますが５、まだ課題は多いです。他方、北海道はそのサハリンにない魅力をアピールし、体

験してもらうことで、ルーブル安の状況下であっても、サハリンからの観光客の増加は可能と考えま

す。食に関して地元産品を望む声が多いことを先程取り上げましたが、安全で美味しい日本産品を求め

る声もあります。地元品に比べ価格が高くなりますが、それ以上の価値がある、安心、安全で美味しい

北海道産品を売り込むチャンスがあると考えます。また、今回ご紹介したプロジェクトは、「輸入代

替」６を主目的にサハリン州の産業を成長させるものでありますが、他国の技術や投資は不可欠です。

そこには、道内企業にとってのビジネスチャンスの可能性があります。

現地駐在員として、道内企業の個別ニーズに応じて課題克服のお手伝いをできることや、道庁の出先

機関として現地サハリン州政府とのパイプを活かせることも強みです。ぜひお気軽に当事務所をご活用

ください。

１（出所）ロシア連邦国家統計局
２（出所）サハリン州ホームページより
３２０１５年３月３０日、TOR（先行発展領域）に関する法律がロシア連邦法として発効。TORが創設された場合、
規制緩和・大規模な促進税制を原則とした有利な投資環境に置かれる。ロシア極東発展省より、サハリン州が
申請に積極的でないとの指摘を受けていたが、知事交代後、積極的に改善が進められる。その結果、２０１５年末
にサハリン州では２件のTOR創設が連邦政府より承認を受けた。本件により更なる雇用創出や経済効果が見込
まれている。
４換算レートは、１ルーブル＝１．５円と仮定して算出
５（出所）オストロバ通信ホームページより
６従来輸入に頼っていた製品を部分的・全面的に自給化することで経済発展を進めること。
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��������������������������平成２７年度助成先・研究テーマ（５０音順）
アーストラストエンジニアリング株式会社（札幌市） 代表取締役 �國 富雄 様
研究テーマ「アースジェット工法の問題点解決と海外事業展開に向けての特許技術流出

防止のための具体的対策の検討」
株式会社アイ・ティ・エス（札幌市） 代表取締役 下川 俊克 様
研究テーマ「災害対策・交通基盤の自治体向け履歴データベースシステムの研究開発」

株式会社アジェンダ（札幌市） 代表取締役社長 千葉 均 様
研究テーマ「訪日外国人旅行者向けの観光関連スマートフォンアプリの開発」

ｅ．ｃｏｔ株式会社（札幌市） 代表取締役 木村 俊一 様
研究テーマ「２kg／㎡以下の吊り天井システムの開発」

株式会社エコニクス（札幌市） 代表取締役社長 三上 卓也 様
研究テーマ「光ファイバを用いた海洋環境モニタリングシステムの開発と実用化」

ケーアイシー株式会社（亀田郡七飯町） 代表取締役 熊井 俊一 様
研究テーマ「真空装置部品向けアルミニウム鋳物製造技術の開発」

株式会社菅製作所（北斗市） 代表取締役社長 菅 育正 様
研究テーマ「光放出電子顕微鏡ＭｙＰＥＥＭ用高温観察ユニットの開発」

株式会社ディ・ビー・シー・システム研究所（札幌市） 代表取締役 成田 敏夫 様
研究テーマ「アルミニウムの湯溶浸食と高温酸化の耐性に優れた部材の開発」

有限会社トラスト機工（帯広市） 代表取締役 阿部 俊之 様
研究テーマ「新品種のながいもに対応した耕土用ホイールトレンチャーの開発」

飛栄建設株式会社（札幌市） 代表取締役 松田 順治 様
研究テーマ「大型構造物が破壊するリスクを予知し可視化するセンサの開発」

公益財団法人北洋銀行中小企業新技術研究助成基金（理事長 横内龍三）は、平成２８年３月１７
日�に平成２７年度北洋銀行ドリーム基金助成金の贈呈式を行いました。
当基金は、平成元年に本道の中小企業等が行う新技術及び新製品に対する助成を行い、道内産
業の振興と企業の育成を通して、本道経済の発展と産業構造の変革に寄与することを目的に設立
されました。これまでに累計で１２１件、総額１億２，１００万円の助成を行ってきました。
今年度は、全道各地から５５件の応募があり、厳正な審査の結果、下記１０件を助成先として選定
し、それぞれ１００万円を贈呈いたしました。

以 上

（ご参考）
公益財団法人 北洋銀行中小企業新技術研究助成基金（愛称：北洋銀行ドリーム基金）
・理事長 横内 龍三
・基本財産 １億６，５１０万円
・設立 平成元年３月３１日（公益財団法人へ移行 平成２５年４月１日）

（平成２８年３月１日現在）

インフォメーション

平成２７年度北洋銀行ドリーム基金
助成金の贈呈
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

有限会社オートショップ道央 様 札幌市 大原 良三氏 ３百万円

平成２８年２月１日
北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ３年
北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和６２年設立の中古車買取・販売業者。「クルマ買取専門店オートボーイ」を札幌市内２店舗の他、旭川・
函館・帯広・北見で展開し、国産車・外車をはじめ多岐に渡る車種を取り扱う。自社整備工場を完備し、
さらに「ワンコインレンタカーやリース」事業も行い、顧客ニーズの多様化に対応したシステムが好評。

２

株式会社ボールド 様 北見市 岡� 豊氏 １千万円
平成２８年２月２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１０年設立。新車・中古車の販売・買取から、リサイクル部品の販売・取付や車検・修理・整備まで
車に関する幅広い業務を行う。確かな技術と徹底した品質管理で時代ニーズに応える自動車リサイクル
部品を取り扱い、自社整備工場では世界最高の工具によるメンテナンス・セットアップを行っている。

３

株式会社スギウラ 様 苫小牧市 杉浦 真城氏 ２千万円
平成２８年２月２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和３７年設立の燃料及び住宅設備機器販売業者。市内を中心にLPガス・灯油の販売の他、各種暖房・給
湯器具の設置工事を行っている。エネルギーの販売を通じて環境保全に配慮しており、二酸化炭素排出量
を抑制できる木質ペレットの販売やペレットストーブの活用を促し、省エネ・節約を呼びかけている。

４

株式会社マルタカ急送 様 日高町 �橋 司氏 ２千万円
平成２８年２月１６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６１年設立の一般貨物運送業者で、鮮魚・生鮮品運送を主業としている。「迅速・安心・安全」なサー
ビスで、道内外に新鮮な商品を届けており、安定した業績を上げてきた。エコドライブの推進など、環
境保全にも積極的に取り組み、平成２６年１月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録されている。

５

タカラ美装リース株式会社 様 札幌市 吉田 英則氏 １千万円
平成２８年２月１９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和５５年設立。福祉用具や什器備品の賃貸・販売、建築物の総合管理、事業所内保育などの業務を行う。
創業以来「誠実奉仕」をモットーに心を込めたサービスに努めている。病院内保育の運営・管理に特に強
みを持ち、複雑な勤務シフトに対応した人材の確保や低コストで質の高いサービスを提供している。

６

株式会社ゴウダ 様 登別市 鈴木 雅善氏 ４千万円
平成２８年２月２２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４８年設立の建設業者で、冷暖房・空調・給排水工事及び機械プラント工事が主業。登別本社のほ
か、虻田支店・札幌支店でも事業を展開しており、リニューアル・リフォームの企画・提案も行ってい
る。平成２６年には太陽光発電所を建設し、省エネルギーシステムへの取り組みを行っている。

７

有限会社管栄 様 江別市 佐藤 英二氏 ３百万円
平成２８年２月２５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ３年
平成１０年設立の管工事業者で、主に商業施設・マンションなどのガス・灯油配管設備工事を手掛けてい
る。また、省エネルギーを徹底するなど、環境に配慮した取り組みを自主的に行っていることから、平
成２４年１１月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録され、エコ企業としての認定を受けている。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

私募債発行企業のご紹介

２月の私募債発行企業
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私募債発行企業のご紹介

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年４月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

８

有限会社肉の山本 様 千歳市 山本 歳勝氏 ５百万円
平成２８年２月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和２６年創業の食肉製造・卸販売会社。衛生管理の行き届いた新工場で、安心・安全を常に心がけ、商
品を製造。平成１６年には自社ブランド「千歳ラム工房」を立ち上げ、提携牧場のラム肉等、業務用や贈
答用、通販まで北海道ならではのこだわりの商品、こだわりの味として提供している。

９

若佐工業株式会社 様 函館市 若佐 彰氏 ２千万円
平成２８年２月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和５７年設立の鉄筋加工、取付業者。多数の有資格者による確かな技術と多様化する建築構造に対応する
最適な各種工法により、顧客ニーズに合った施工を行い、数多くの実績を積み重ねてきた。環境事業にも
積極的に取り組んでおり、平成２８年１月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録されている。

１０

株式会社アシスト 様 別海町 武田 篤氏 ３千万円
平成２８年２月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
平成１３年設立の産業廃棄物収集・運搬・処理業者。環境型社会に向けて対応できる廃棄物処理施設「ウィ
ンクル」を設立し、環境汚染の未然防止とリサイクル化を積極的に推進、次世代に健全な環境を継承して
いる。平成２８年２月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認定されている。

１１

三浦印刷株式会社 様 札幌市 三浦 義昌氏 ３千２百万円
平成２８年２月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和２５年設立の総合印刷業者。オフセット印刷による商業印刷を主体に、各種印刷、製本、写真製版を行
う。従来の官公庁向け印刷のほか、現在は民間の商業印刷を主力とし、札幌を拠点に営業を拡大。また、
環境に配慮した取り組みを積極的に行っており、「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録されている。

１２

株式会社トランシス 様 千歳市 角田 辰哉氏 ３千５百万円
平成２８年２月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
平成元年創業の海上コンテナ輸送を中心とした総合物流企業。「変化なくして進化なし」をモットーに、
歳月とともにフィールドを拡げ、陸・海・空での輸送サービス品質が顧客に高く評価されている。ま
た、低公害仕様車の採用、エコドライブの推進など、環境に配慮した取り組みを積極的に行っている。

１３

株式会社タチノ 様 帯広市 太刀野 清広氏 ２千万円
平成２８年２月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年
昭和３３年創業の生コンクリート製造、砂利・砕石製造、土木建築資材卸売および運輸業者。最良な品質と
サービスを提供することを使命とし、４事業からなる強固な基盤で、顧客ニーズに迅速かつ的確に対応。ま
た、環境保全に積極的に取り組み、平成２６年６月に「北海道グリーンビズ・認定制度」に登録している。

１４

株式会社生活プロデュース 様 旭川市 神 幸博氏 １千万円
平成２８年３月１日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１８年創業の不動産会社。旭川市内に「ビッグ」４店舗をFC運営しており、仲介・売買から管理ま
でを一手に担い営業展開。創業以来『お客様の立場になって考える』という経営方針のもと、平成２７年
１月には管理物件５千件を突破、名実とともに旭川の不動産業界を担っている。

１

法人名 医療法人社団兼古循環器クリニック 様

法人所在地 札幌市 代表者名 理事長：兼古 悟氏
発行年月日 平成２８年２月１日 金額 ４千万円 年限 ７年
運営施設 兼古循環器クリニック

○「北洋医療福祉債」利用企業

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９
２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０

４～６月 ９５．０ △２．５ ９８．３ △１．４ ９７．１ △０．３ ９６．８ △２．４ １０２．４ △４．７ １１４．６ １．１
７～９月 ９５．０ ０．０ ９７．１ △１．２ ９５．１ △２．１ ９６．２ △０．６ １０１．３ △１．１ １１３．６ △０．９
１０～１２月 r ９３．２ △１．９ ９７．６ ０．５ ９４．０ △１．２ ９６．６ ０．４ r１００．３ △１．０ １１２．３ △１．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ １０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 ９６．０ ４．７ ９８．３ １．１ ９９．４ ５．５ ９６．６ ０．６ １０２．４ ０．０ １１４．６ １．５
７月 ９５．７ △０．３ ９７．５ △０．８ ９６．９ △２．５ ９６．２ △０．４ １０３．１ ０．７ １１３．７ △０．８
８月 ９６．０ ０．３ ９６．３ △１．２ ９４．６ △２．４ ９５．５ △０．７ １０３．２ ０．１ １１４．０ ０．３
９月 ９３．４ △２．７ ９７．４ １．１ ９３．９ △０．７ ９６．８ １．４ １０１．３ △１．８ １１３．６ △０．４
１０月 ９３．０ △０．４ ９８．８ １．４ ９３．１ △０．９ ９８．８ ２．１ １００．８ △０．５ １１１．４ △１．９
１１月 ９３．１ ０．１ ９７．９ △０．９ ９４．８ １．８ ９６．４ △２．４ ９９．８ △１．０ １１１．９ ０．４
１２月 r ９３．５ ０．４ ９６．２ △１．７ ９４．０ △０．８ ９４．７ △１．８ r１００．３ ０．５ １１２．３ ０．４

２８年 １月 p９３．４ △０．１ ９９．８ ３．７ p９２．９ △１．２ ９８．０ ３．５ p１０３．１ ２．８ １１２．１ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ r １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ r ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ r １３２，９３１ ０．０

２６年１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６
２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ r ４９，３５４△３．９ ５４，０８０ △６．８ r １６，９４６ △６．９ １８３，４６８ △３．４ r ３２，４０７ △２．３

４～６月 ２３８，７０６ ４．４ r ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ r ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ r １７，２１６ ０．６ １８，５４８ △１．５ r ５，９９６ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ r １４，９８７ ２．０ １６，３４２ ４．２ r ４，９２６ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ r １７，１５１△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ r １６，０８１ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ r １６，９２９ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ r １６，４１３ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ r １１，０２０ １．０
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ r １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年４月号

ート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３７（カラー）　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２５～０２８　主要経済指標　※項目増  2016.03.22 16.57.05  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － r ２１０，７３８ － r ４９，４２３ － １２８，５２２ － r ３２，５１７ －

２６年１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，７４９ － ３６，５５２ － ８，８８６ －
２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ r ５２，４２７ ２．１ r １２，５２０ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ r ７，１４９ △１１．６

４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ r ５３，６９３ ５．１ r １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ r ５９，０４４ ９．４ r １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ r ５８，４８７ １０．６ r １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．５ r １８，９１６ ９．１ r ４，１１６ ４．５ ８，３２２ △４．８ r ２，３５９ △３．２
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２２６ ４．３ r ４，００４ ６．３ ６，９６７ △４．４ ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ r １６，２８５ △６．９ r ４，４００ △１２．３ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ r １７，０６１ △８．５ r ４，２２２ １３．４ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ r １７，７４２ １７．０ r ４，６１９ １５．１ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ r １８，８９０ ９．２ r ４，５４０ ８．８ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ r １９，５８３ ８．０ r ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ r ２０，３６１ １１．０ r ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ r ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ r １９，１００ ９．３ r ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ r １９，１６１ １１．１ r ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ r １９，１９８ １０．８ r ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ r ２０，１２８ １０．０ r ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ r １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９
２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ r ２５，３５１ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５

４～６月 １３３，３４４ ４．２ r ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ r ８，４４１ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ r ７，８５３ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ r ９，０５８ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ r ８，７９６ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ r ９，３４８ ６．５ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ r ９，０８７ ４．７ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ r ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ p １３９ ４６．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年４月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６
２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３

４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８
２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５

４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年４月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８９ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年１０～１２月 １０１，０４４ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３
２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５

４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ r ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ － ３．２

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１
２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７

４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 １０３．０ △０．７ １０２．６ ０．０ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年４月号
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●道内経済の動き 
●北海道新幹線が結ぶ津軽海峡新時代の到来 
　～「津軽海峡交流圏」形成に向けて～ 
●統計データでみる新幹線開業効果 
●ドラッカーの名言から学ぶマネジメント入門　その2 
●サハリン州の新たな取り組みについて 
●平成27年度北洋銀行ドリーム基金助成金の贈呈 

調査レポート 2016.4月号（No.237） 
平成28年 （2016年） 3月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 
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